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研 究 ノ ー ト
現代教 育論 ノート(そ の3)
加　茂　直　樹
要　旨
　この「現代教育論ノート」の既発表の二つのノートにおいては、現代 日本社会が教育に関して
抱えるさまざまな問題について、多くの論者の見解を取り上げながら、考察を試みてきた。この
ノートでは、第一に、現在の子育てを困難にしている多様な条件について概観し、第二に、教育
と社会の階層秩序の形成との関係について、苅谷剛彦の所論の紹介を中心におきつつ考察する。
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はじめに
　 前々稿 「現 代教育論ノ ート(そ の1)」(『現代
社 会研 究』Vo1.1、2001年)においては、現代 日
本の教育状況 についてすぐ 目に付く、いくつかの
問題 点を挙 げ てみた 。次 いで 前稿 「現代 教育 論
ノ ー ト(そ の2)」(『現代 社 会研 究』Vol.2、
2001年)では、現代 の教育 問題の多くが、幼少期
における 子育て の仕方の大きな変化 に起因するこ
とを、何 人か の論者 の主 張を紹介することにより
示そうと試 みた。いうまでもなく、その変化は 日
本社 会が20世紀後 半に経験した家庭 における生活
様 式 と人 間関係 の著 しい 変化 、お よび社 会 の制
度 ・構造 の大規模でしかも迅速な変容を背景とし
て生じてきたも のである。
　本稿 では、第一 に、過去と比較して、現在の子
育てを特に難 しくしている諸要 因について、既述
を踏 まえながら、もう一度整理をし直すこと にす
る。 このことが単に幼児期だ けの 問題ではなく、
現代 の教 育あ るい は人 間形成全般 に関わる重要な
課題 であると考えるか らである。第二 に、大衆教
育社 会の成 立と社会 の階層性 との 関連 について、
教育社会 学者 の苅谷 剛彦の所論を手がかり に考察
する。 こ の問題 は21世紀 日本 のあ り方 と 関わ っ
て、今後 重要になってくると予想される。
XI　子育て困難の時代
1　核家族化と少子化
　20世紀後半の 日本における家族のあり方の変化
は、数量的にはどのように現れているだろうか。
まず核家族化については、前稿(皿1)で 舩橋惠
子の所論 として紹介 したよう に、変化の実態はそ
れほど明らか でない。18歳未満の子どものいる世
帯だけについ て言う と、1955年には約59%の子ど
も が核 家族世 帯に暮 らし 、約41%の子ども が三世
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代世帯に暮 らしていたが 、75年には前者が70%に
増え、後者 が30%に減った。しかし、舩橋は、こ
の割合 がそ の後95年に至るまでほとんど変わって
いない とい う事実 に注 目し、「高度経済成長期 に
若干 の核 家族化傾 向は見 られたものの、子ども を
育てる暮 らしの単位 として は大きな変化はない」
(舩橋 惠子(1998)「変貌する家族と子育て」岩 波
講座 現代 の教 育7『 ゆらぐ家族 と地域』、2頁)
と結論す る。
　 舩橋 が核家族化よ りも重要な要因として指摘す
るの は、子 ども のい る世 帯が激 減 したこ とで あ
る。 つま り、75年には53%であった子ども のいる
世帯の割合 が、95年には33%まで減少している。
このことは 「地域の視点か ら見れ ば、子育て 中の
世帯が地域 の中で少数派 にな り、地域が子育ての
場として機能 しにくくなるこ とを意味している。」
(舩 橋 、前掲 論文 、p.30)した がって 、核 家族 化
よりも 、地域 における子育て世帯の減少が問題 で
あることになる。
　 このこ とに関連して 、舩橋 は少子化が一人っ子
の増加 をもた らした という説を批判するよ舩橋、
前掲論文 、pp.33～34、前稿 、皿3)そ れ によれ
ば、「少子 ・高齢化 」という人 口構 造の変化 は、
日本 の戦 後を通 じて一貫して ゆるやか に進行して
きた。合 計特殊 出生率 は、45年から55年の10年間
に約4か ら2へ と激減するが 、以後75年までの20
年 間は2を 維持 し、95年までの20年間には漸減し
て、97年には1.39にまで減少する。ところが、既
婚女性だ けの出生率を合成した合計結婚 出生率は
まだ平均2人 を維持 していて 、少子化がすぐ に一
人っ子を増加させた とは言えない、と舩橋は主張
する。
　 だが、前稿 において注記したよう に、国立社会
保 障 ・人 口問題研究所の高橋重郷 ・人 口動 向研 究
部長 によれば、85年に結婚したカップルの5年 目
の子ども数 は1.66だった が、92年に結婚のカップ
ル では1.41に減って いる。(前稿 、～皿3、 注1、
『朝 日新 聞』2001年6月29日、朝刊)こ れ が晩産
化の傾 向を示す に留まるのか 、それとも子ども を
産まないことを意志 的に選択するカップルの増加
を、した がっ て合計結婚 出生率そのもののかなり
の低 下をもた らすのか 、が問題である。
　 も う 一つ の 問題 は 晩婚化 ある い は未婚 化で あ
る。 山 田昌弘が国勢調査のデータ に基づいて述べ
るところでは、平均初婚年齢 は75年ごろから上昇
し始 め、未 婚 率の上 昇 が次第 に顕 著 にな って い
る。男 性 の場合 、25～29歳の未 婚 率は75年には
48.3%であった が、95年には66.9%になり、30～
34歳の未婚 率は75年に14.3%であったのが、95年
には37.3%に激増している。女性 についても 同じ
期間に、20～24歳の層で69.2%から86.4%に、25
～29歳の層で20.9%から48.0%に、30～34歳の層
で7.7%から19.7%にと 、大 幅な 上昇 が 見 られ
る。(山 田昌弘(1999)『パラサイト ・シングル の
時代 』ちくま新書 、69～70頁)舩橋は近年 におけ
る18歳未満 の子 ども のいる世帯の相対的な減少を
高齢者 世帯の増加で説 明しているが(舩 橋、前掲
論文、30頁)、近年 の傾 向を 見る と、晩婚化 と単
身者 の増加な どの要 因をも併せて考慮する必要が
あろう。
　 子ども が育つ場 としての家族 において、見逃す
ことのできな い最近 の傾 向は、離婚率の急激な上
昇と、そ れにともなう単親家族、特 に母子家族の
増加 である。98年の調査で は、母子世帯数は95万
4千 で、93年の調査よ り20.9%の大幅増となって
いる。 しかも 、死別よ りも離婚 による母子家庭が
増え、約8割 を 占める。(『イミダス』2002年版、
698頁)目黒依子 の言うよう に、「近代家族定着期
に比べると、それ以 降の離婚 は同居期間の長い夫
婦の割合 が増 えてお り、配偶 関係の質への関心が
離婚 のスティグマ に優先すること になってきた」
(目 黒依子(1999)「総論 　 日本の家族の近代性」
講座社会 学2目 黒依子 ・渡辺秀樹編『家族』東京
大学出版 会、11頁)のであれ ば、この傾 向は今後
も続 くと思われる。このこと に関連して、再婚も
増加 しつつあ り、80年代後半 には、全結婚の2割
近くを 占めるよ うになった。しかも、再婚の3分
の2の ケ ース において妻 が再婚者 になっていると
いう。(目黒、前掲論 文、11頁)こ うした新 しい
状況が、子ども の養育 にどのような影響を及ぼし
ているか が問題である。
2　 豊かな社会 と子育て
　 前に紹介 したよう に、舩橋 は高度経済成長期を
はさんで、同じ子 ども2人 の核家族であっても 、
家庭 生活 の質 が根本 的に変容したと述べ、これに
関して4つ の変化を挙 げる。また、このような変
容 が育児 を困難 にしている状況 については、5つ
の論 点にまとめているよ前稿 、皿4～5、 舩橋、
前掲論 文、35～46頁)ここで は、他の論者たちの
考察をも 考慮 に入れなが ら、3点 に絞って検討を
深 めるこ とにしたい。
　 第一に、舩橋 が指摘するよう に、産業構造の変
化 に伴 い、家族 が生産の場か ら消費の場 に変わっ
た。 産業構造 の変化 は、20世紀後半 における科学
技術 文明の進展及びそれ にともなう大量消費社会
の出現と切 り離 して考えるこ とはできない。これ
らは複合 して家族の生活だ けでなく、人間社会そ
のも ののあり方 に、計 り知れないほどの多様な影
響を及 ぼしている が、その全体的把握はまだ十分
になされ ている とは言えない。家族を他の集団と
比較 する ならば、共 同性 がそれの顕著な特徴とさ
れるであ ろうが、そ の共 同性そのものの存立 に関
わるような事態 が、いま進行しつつある。家族共
同の経済活動 がなくなっただ けではなく、一家団
欒 の楽しみも影 が薄くな り、家庭 内の営みの多く
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につ いて 、機械 化 、外部 化 、個 別化 が進 んで い
る。 このような変化 が子 どもの人 間形成 にも 大き
な影 響を及 ぼす のは、当然であろう。
　舩 橋 は 、生活 が豊か で便 利 にな りすぎ たた め
に、子どもた ちが鍛 えられる機会を失ってしまっ
たことが、育児 を困難 にしている一つの原因であ
ると言う。まず 、欠 乏に耐えることを子ども たち
に体験させるこ とが難しくなった。子ども の欲望
には限りがな いが、物があふれている今の社会で
これをコ ントロールすること は、親 にとっては至
難 である。遊 びや家事の手伝いなどを通じて、子
ども の社 会性 が育っていくという場も失われてき
た。勉 強さえしていれ ば、親 は安心しているよう
であるが、子 どもの人 間性の発達 は偏ったも のに
なっ てし まう。 子 ども が 冒険する 空 間も 縮小 し
た。 人工的な 空間が拡大し 、 自然 に触れる機 会が
乏しくなった ことは、子 どもの心身の発達 に特に
重大な悪影響 を及 ぼすであろう。
　舩橋 はまた 、機械化され 、効率化された社会と
育児 の現 実と の間 にある ギャ ップ に言及 して い
る。 育児 は以前に比べれ ばずっと楽 になっている
が、現在 の若 い親た ちが慣れている便利で豊かで
清潔な生活 のなかで は、「子育て 自体の効 率の悪
さや 不便 さが 際立っ てしま う。」(舩橋 、前掲 論
文、43頁)舩橋 は 「育児の豊かさ は、そのような
非効率 にこ そある」(同所)と 述 べ、若い親 たち
がそ れを味わう気持 ちの ゆと りをもてるよう に、
共感 をも って 見守るこ とが必要であると説く。し
かし、こ れは現代文 明の基本 的特質 に関わる課題
であり、個人 の心構 えや努力で は根本的な解決は
望めない。 共通の要 因をもつ介護の 問題などとも
関連 させ 、制度 的な方策を講じて 、当事者たちの
努力を支 える ことが少なくとも必要であろう。
　 ここで特に付 け加 えるべき は、社会 における情
報化 の進 展が家庭生活 と子育て に及ぼす影響であ
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る。外部 の情報 がテ レビ 、電話、パソコンなどを
通じて、家庭 内に直接 的に入ってくることが、家
庭 生活を変質させ 、子育て にも深刻な影響を及ぼ
している。前 々稿 において紹介したよう に、教育
社 会学者 の門脇厚 司は、現代の幼児の育ち方 に異
変が生じている と指摘する。それ によれ ば、第一
に、子ども が初 めて意 味のある言葉を発する時期
が遅れてきてお り、しかも 、その初語がテレビの
影響 を受 けている と思われる例が増えている。こ
れは親 の幼児へ の言葉 による働きかけが減ってい
ることと、幼児 のテレビ視聴 時間が長くなってい
ることを示 している。第 二に、テレビ視聴時間の
増加 が子 ども の活動量の低下 と無気力化をも たら
して いる。 第 三 に、普通 の子 ども が 自閉症児 化
し、人間とつきあう のは苦手で、機械相手に何時
間も 費や すこ とは平気だ という子ども が増えてい
る。(門脇厚 司(1999)『子どもの社会力』岩波新
書、4～21頁、前 々稿 、IV4)
　 教育評論家 の尾木直樹 は、家庭 における子育て
を困難 にした原 因の一つ として、家庭のホテル 化
を挙げ、携 帯電話の普及やテレビの個人所有化な
どが 、これ を促 進 した要 因で ある と指摘 する 。
(尾木 直樹(2000)『子 どもの危機をどう見るか』
岩 波新 書、124～131頁、前稿 、V皿4)外部からの
情報 が子 ども に直接 に流れ込み、これを親がコン
トロ ールす るこ と は不可 能 になっ ている ので あ
る。 また 、江原 由美子 は、情報化の進展 にとも な
って家族 間コミュニケーションよりも家族外コミ
ュニケ ーション が優越するよう になったと指摘し
ている。(江原 由美子く1998)「家族のコミュニケー
ション」前掲 『ゆらぐ家族 と地域』97～124頁、
前稿D(3～4)情 報化 は豊かで便利な社会の最新
の特質の一つである が、それが家庭生活の 中に入
り込み、これを 大きく変質させているのである。
3　家族の変質と子育て
　舩橋が第二の変化として挙げるのは、家族が生
産や家事の必要からではなく、愛情のために求め
られるようになったことである。結婚は愛情に基
づく選択によるものとなり、子どもは、労働力あ
るいは親の老後を支える者ではなく、単に愛情の
対象となった。愛情と両性の合意を基盤とする結
婚は、もちろん、個人の意志を無視または軽視す
ることの多かった、以前の結婚よりも望ましいと
言える。
　しかし、愛情は変わりやすいという面をもって
おり、愛情による結婚が多数を 占めるようになっ
たことが、社会の制度としての婚姻をかえって不
安定にしてしまう。愛情による結びつきは、愛情
がなくなれば、もろくも崩壊しがちだからであ
る。そして、近年の離婚件数の顕著な増加やそれ
にともなう単親家庭の増加が、子どもの育つ環境
にも好ましくない影響を及ぼしていることは否定
できないであろう。
　親と子どもとの関係においても、愛情だけが重
要であるわけではない。家族が助け合って家業や
家事に従事した時代には、親の権威があり、家族
の構成員相互の問に生活に直接関わる仕事に携わ
ることにともなう緊張感があった。そこで子ども
は親たちの仕事振りを見習い、やがてそれに参加
することによって、社会における人間の生き方を
自然に学び身に付けていったのである。そのよう
な状況が失われて生まれた空 白を愛情だけで埋め
ることはできない。親が子育てにっいて 自らの方
針も責任感ももたない場合には、愛情の過多が、
甘やかされて人間として生きていくための最小限
の習慣さえも身 につけていない子どもを生み 出
し、また、愛情の欠如が子どもの虐待や放置など
をもたらしたりするのである。
　舩橋が第三に挙げる変化は教育家族化である。
高校 や大学への進学率の大幅な上昇と受験競争の
激化 の 中で、子 ども に対する親の愛情は、子ども
にいい教 育を与 えるこ とにおいて具体化される。
舩橋 はこ のような状況を 「家族が教育の下請機 関
化 する」(舩橋 、前掲論文 、37頁)と説 明する。
　 これに関連して舩橋が述べるのは、子育てが母
親 の業績 とみな されるよう になり、その結果、子
ども に過大 な期 待 がか けられ るこ との弊 害で あ
る。 子ども にとって 良かれと思って親が設定する
目標 が、 実は親 の 自己満 足のた め のも の に過 ぎ
ず、子ども にとって はし ばし ば迷惑でしかない。
このような観点か ら見れ ば、母親が専業主婦とし
て子育てに専念するこ とが、子ども にとって必ず
しも 最善である とは言えなくなるのである。
　母親 の子育て に関する業績の評価も 、母親また
は両親 の独 自の価値観 にしたがって下されるわけ
ではなく、教育家族化の世の 中で通用している価
値観 を無批判 的に受 け入れてのもの になりがちで
ある。 具体的に言 えば、子どもが一流の教育機 関
で教育を受け、一流 の会社等 に就職することがで
きれば、親 は高い評価をかちうるのである。しか
し、激 しい競争 があるた めに、この 目標の達成に
は困難 がつきま とう。運よくエリート ・コースを
歩むことになった としても 、当の子どもが長い 目
で見て幸福 になる という保証 はもちろんない。競
争 において評価 されるの は、きわめて限られた範
囲の学力 、能力 に過ぎない。幼時からこのような
競争 への参加を 強い られるこ とは、多くの子ども
にとって心理 的重圧であ り、家族の構成員相互の
関係 にも 、しばしば悪影響を及 ぼすであろう。
　 教育学者 の堀尾輝久も 、「教 育家族」とい う概
念を用いて いる。彼 によれ ば、「かつて は、生産
の単位 でもあった家族 は、その社会的機能を縮小
し、子産 み、子 育て の機能を 中心 に純化し、現在
では幼児期か ら教育競争を意識する く教育家族 〉
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を生み出して おり、そしてそのこと によって、逆
にそ の教 育機 能 を低 下させ てい る。」(堀尾輝 久
(1997)『現代社会 と教育』岩波新 書、42-43頁)
堀尾 はまた、社会全体が学校化するという意味で
「学校化社 会」とい う表現をも用 いるが 、そ のよ
うな風潮 は第 二次大戦後の 日本 における会社本位
主義の貫徹 、企業 国家 、企業社会の成立と並行す
る形 で広 まっ ていった とされる。
　 堀尾 が経 済学者の橋本寿朗の所論を引用して述
べるところで は、学校化社会 は、企業社会の画一
主義 的価値観 が教育 の場へ導入されること により
成立した。 単身赴任 に象徴 的に示されるよう に、
「家庭や 家族 生活 が競争メ カニズ ム によって 引き
裂かれてい る」(堀尾 、前掲書 、42頁、橋本 寿朗
(1995)『戦後の 日本 経済』岩波新 書、238頁。 な
お、堀尾 の所論 について は、拙稿(2003)「家族 ・
子育て ・公 共性 」『現代社会研 究』Vol.4・5、12
～14頁において詳 しく紹介してい る。)というの
が、教育家族 の実態なのである。大きく捉えるな
らば、これは、20世紀後 半の 日本 における経済優
先の風潮 、人 づくりよ りも物づく りを大事 にする
社会の全般 的傾 向が、家庭生活 にも教育という領
域にも 浸透 してきた結果であると言えよう。
4　 育児責任 の母親への集 中
　 舩橋 が第四の変化 として挙 げるのは、育児責任
の母親 への集 中と父親不在である。これは、高度
経済成長期 に、夫 が外で稼ぎ 、妻が家庭で家事や
育児 に専念す る 「性別役割分業」が有利とされ、
普及 した ことの結果である。しかし、舩橋 によれ
ば、このような分業 による子育て は一般的 に見出
だされる現象 ではなく 、経済成長期という特定の
時期 に 「歴 史上初 めて民衆レベルで 〈サラリーマ
ンと専業 主婦 〉の夫婦類 型が広く成 立した 」(舩
橋、前掲論文 、38頁)ことの結果 にすぎない。
　 このような性別役割分業 は、経済的 には有利 で
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あったとしても 、家庭 にお ける父親不在、母親 に
おける育児ノイ ローゼ ・育児不安などを惹き起こ
した。既述 のよ うに、20世紀後半以降の物質文明
は家庭 生活 を豊かで便利 にしたが、まさ にそのこ
とが現代 の子育てを難しくしており、この難事業
が母親だ けに押 しつ けられることから、母子をめ
ぐるさま ざまな 問題 が起こってくるのである。
　舩橋 は、育児 の社会化 、つまり、子ども が多様
な人と接 しな がら、多面 的な人 間形成をしていく
ことの重 要性を説く。家族社会学者の牧野カツコ
も 、既 に紹介したよう に(前 稿、D(1、牧野カツ
コ(1998)「人 間関係 を学ぶ場 としての家族 」前
掲『ゆらぐ家族 と子育て』、75～96頁)、人間 関係
を学ぶ場 として家族を捉 える立場から、母と子だ
けの狭い世界で 育つ子 ども に憂慮すべき現象が現
れてきて いることを伝 える。「子 ども に話 しか け
ないで黙 々と育児を している」母親 、「子 ども と
だ け暮 ら して赤 ちゃ ん語 しか話 さ なくな って い
る」母親 、「絶えず子 ども の周 りにいて 、子 ども
の表 情や行動や 単語か ら要求を読み取り、先回り
をして要求を満たしてやる」母親、このような母
親 の育てられる子 ども は、こ とばや表情がとぼし
くなり、人と接する力を養うことができないでい
ることを、牧野 は幼児教育の実際 に携わる人たち
からの引用で示 している。母親が育児のため に世
間を狭くしているこ とが 問題なのである。
　舩橋 はまた 、性別役割分業で は、家族の危機 や
破綻 、つまり、父親 の失業や親の一方の病気とい
うような 事態 が生じた とき に、これ に柔軟に対応
できないと指摘する。企業の倒産や経営合理化と
いう名 の人減 らしが急増している現在、また、離
婚 率が急速 に上昇している近年 においては、この
ような観 点か らの検討も重要 になってくると思わ
れる。
　性別役割分業 が批判され 、克服されるべきであ
るとすれ ば、父親の 育児 ・家事への参加と母親 の
労働 市場 への進 出が要求されるであろう。社会政
策学者 の服部 良子 が述べるよう に、以前 には、 日
本でも 、かな り多数 の女性が家事との両立を図り
ながら家族従 事者 として働いていた。職場と家庭
が分離し、雇用 労働 が主体 になると、家事の負担
を担っている 女性 は雇用主か ら差別され、男女別
雇 用管理 が展 開される。(服部 良子(1997)「家族
的責任 」玉井金 吾・大森真紀編『社会政策を学ぶ
人のために』 世界思想社 、175～176頁。なお、こ
の点に関する服部の 見解 は、前掲の拙稿 「家族 ・
子育て ・公 共性 」のXで 、もっと詳しく紹介して
いる。)70年代以 降、女性の雇用 労働への進 出が
進 むが、家事 ・育児 にお ける女性の負担の問題 は
未解 決のまま であったので 、「女性労働の周辺化」
が生じ 、「圧 倒的 に男性 である正 規労働者 の対極
に、パ ートタイマー ・アルバイト ・派遣など非正
規労働 者層 が女 性 によっ て構成 さ れるこ と にな
る。」(服部、前掲論 文、176頁)こうした 女性 労
働者 は低所得 であるた め、その稼ぎは家計補助的
な意味 しかも たない。「これ は、女性の担 当する
家事労働 を高価な商 品やサービスで代替すること
をためらわせ る。また女性よ り賃金の高い男性が
家事労働 を分担するこ とを制約する要因となる。
その結果 、家 事労働を代替する商 品サービスの利
用は価格水 準と家計 が限界を画する。」(服部、前
掲論 文、178頁)
　 現状を単純化 して言え ば、経済が停滞し、不況
が続 く 中で、生活のた めに働く必要 に迫られてい
る女性 は、不利な条件の 下での労働と育児 ・家事
の両立に苦労しているが 、働く必要がなく、育児
に専念できる はずの 専業主婦もまた育児の責任 を
一身に負 わされて 、ノイ ローゼや不安を抱え苦し
み悩んでいる 、というこ とになる。このような事
態を克服 するた めには、家事労働を無償労働とす
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る伝統的な見解の見直し、父親の家事・育児への
積極的参加、職場における女性への実質的差別の
解消、育児を社会的に支える体制の拡充・整備な
どが要求されるが、舩橋の言うように、以上に挙
げた 変化 は 「社 会構 造 に根拠 づけ られた 変化 」
(舩 橋 、前掲論文 、39頁)である から、これ らの
課題 の克服 は容易で はない。
XH　大衆教育社会と平等
1　 大衆教 育社会 と 日本 の社会
　 教育社 会学者 の苅谷剛彦 は、第二次世界大戦後
の 日本社 会豺 大衆教育社会」として特徴づける。
「大衆教 育社 会と は、大規模 に拡 大した教 育を基
軸に形成 された 、大衆化した社会のことである。」
(苅谷 剛彦(1995)『大衆教育社会のゆくえ』 中公
新 書、ii頁)教育をキーワードとして社会をとら
えるの は、「戦後の 日本 ほど 、教 育が社会 の編 成
に重要な役割を果た した例 はまれであると考える
か らであ り、そ して いま また 、そ の教 育の変 化
が、新た な方 向へ と 日本社会を導いているように
見えるか らである。」(苅谷 、前掲書、iii頁)苅谷
が『大衆 教育社会の ゆく え』 において展開する、
20世紀後 半の 日本 にお ける教育と社会の 関係 につ
いて の見解 は 、複雑 多様 な要 因を含 んで いる の
で、簡 単に要約するこ とはできないが、私の 関心
事か ら見て重要 と思われるいくつかの論点だけを
取り上げて紹介する。
　 苅谷 は、大衆教育社会をさ らに詳しく特徴づけ
る。 第一に、それ は 「教育が量的 に拡大し、多く
の人びとが長期 間にわたって教育を受けることを
引き受 け、またそう 望んでいる社 会」(苅谷 、前
掲書 、12頁)で あ る。 量的な 拡大 に 関して言 え
ば 、 日本 の場合 、進 学率 は 、高校 につ いて は、
1950年の42.5%から74年の90%へ、大学(短 大を
含 む)に ついて は、55年にお ける 同一年齢集団の
10.1%から94年の43.3%へと 、急速な上昇を示し
た。 だが、苅谷 がそれ以上 に重要と見るのは、教
育 に対する 人びとの意識 や態度 に関して 、「大衆
教育社会 には、階層 的、人種 的な断絶、断層とい
ったも のが 目立たない という 〈質 的な 〉特徴が備
わっている」(苅谷、前掲書、13頁)ことである。
このことは、アメリカやイギリスとの対比 におい
て、大きな意 味をもってくるのである。
　 第二の特徴 は 「メリ トクラシーの大衆化状況」
である。「メ リトクラ シーと は、能力と努力 の結
果であるくメ リッ ト(業 績)〉 を基準 に、報酬の
分配や 社 会的な 地位 が決 まる しく みのこ とで あ
る。」(苅谷 、前掲書 、15頁)そ して、「メ リトク
ラシーの大衆化状況 とは、このようなメリットに
よる選抜 が、社会のすみずみ にまで浸透し、しか
も 、メ リット=業 績を どのよう に定義づけるかと
いう点で、標 準化 と画一化が進んだ、 〈公平 〉な
手続 きの徹底 した状態である。」(苅谷、前掲書、
16頁)苅谷 はこれ に関連して 、メリトクラシーの
徹底 した 大衆化 が実現したという点で、戦後の 日
本は特異な存在であるこ と、また 、学校 における
メ リトクラシ ーの広 がりが基礎 になって、企業社
会においてもメリ トクラシーが広がったと見うる
こと、の2点 を指摘する。
　 大衆教 育社会 の第 三の特徴 は、ここで選び 出さ
れるエリートの特質 にかかわる。それは 「特定の
社 会 階層 の文化 と の親近性 をそ れ ほど 強くも た
ず、大衆 教育が実現するメリ トクラシーを通じて
選び出される 」エリ ートであ り、学歴エリートで
ある。も っと具体 的に言 えば、このようなエリー
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トは、大衆文化 に染まった 、大衆の 中の優等生に
すぎないと思われる。麻生誠 によれ ば,r〈エリー
トをエリートた らし めている一般的条件 〉には、
卓越 した 能力 、社会 に対する奉仕精神、社会の指
導者 としての 自覚(<高 貴な身分 に伴う道徳的義
務 〉)の 三つがある。」(苅谷 、前掲書、23頁)現
代のエリートはこのような条件を立派 に充たすこ
とができ るのだ ろうか。それ とも、かれらにこれ
を充たす ように求めるこ と 自体が、見 当はずれな
のだろうか。
　 さて、苅谷 はこの著 書の終章で述 べる。「大衆
の教育への動員 、メリ トクラシーの大衆化、形式
的平等の追求、明確な文化的アイデンティ ティ を
も たない学歴エリー トの創 出、そして、教育 にお
ける く不 平等 〉を不 問に付す平等信仰 」(苅谷 、
前掲書、199頁)、こ のような多様な特徴を併せも
っ大衆教 育社 会が完成 したの は、「おそ らくは、
教育への大衆 の動員 が最高潮 に達し、平等主義が
社 会のす みずみ にまで広 がり、さら には く中流 〉
意識 をも つ人び との割合 が90%を超えて維持され
た、1970年代 半ばごろであったといえるだろう。」
(苅谷 、前掲書 、199頁)
　 そ れでは、こ の大衆教育社会の成立は、戦後の
日本 にとって どのような意 味をもったか。
　 苅谷 は次 の3点 を挙 げる。「第 一に、経済 との
関係 において 、大衆教育社会 は経済成長 にきわめ
て適合 的な 条件 を提供 した 。」(苅 谷、 前掲書 、
200頁)「第二に、社会の 階層 的秩序の形成にとっ
て 、大衆教 育社 会 は重要な 役割 を演 じた。」(苅
谷、前掲 書、200頁)「第三 に、社会の階層性の正
当化 という点で 見ても 、大衆教育社会の寄与する
ところ は大き かった。」(苅谷 、前掲 書、201頁)
この3点 について 、もう少し詳しく検討してみよ
う。
2　 大衆教 育社会 と経済成長
　 苅谷 によれ ば、大衆教育社会 は、勤労者の知識
や技術 の水 準を高めるだ けでなく 、協調性を養 う
こと、業績 主義 的な 心情をもつ勤労者を増やすこ
となどによっ てr平 等主義を基調としながらも 、
このように能力 主義を徹底し 、しかも 内部 に分断
された社 会層 を極力形成しない社会をつくりあげ
るうえで」(苅谷 、前掲書 、200頁)多大な貢献を
した。「戦 前に はまだ あった身分 や階級の刻 印を
消し去り、労使 間の 良好な 関係をつくりあげる」
(苅 谷、前掲書 、200頁)こと によ り、大衆教育社
会は高度 で柔軟な経済運営を可能 にする条件を用
意したのであ る。
　 身分や 階級 の刻 印を消し去ることがそれほど容
易でないことを、苅谷 はこの書物の第二章 におい
てイ ギリスや アメリカの例を 引いて示している。
イ ギリス では、1960～70年代を通じて、 中等学校
の総合制化 が進 められた。それまでの 中等教育の
制度 は、 モダ ーン ・スク ール 、テ クニカ ル ・ス
クール 、グラ マー・スクール に分かれ、11歳時点
の選 抜試 験で 、ミ ドルクラスの子どもは大学進学
に有利 なグラ マー・スクールへ、労働者階級の子
ども は卒業後 に進学する機会のあまりないモダー
ン ・ス クール へと、階級ごと に異なる学校選択が
行われる傾 向が強かった。三つのタイプの 中等学
校 を総合制 の学校 に統合することで、階級間の教
育格 差を是正 しよう としたのが、この改革だった
のである。
　 しかし、こ の改革 によって は、 階級問の教育格
差は解 消しなかったよ学校 間の格差 に代わって、
今度 は、学校 の内部で 、能力別学級編成へのクラ
ス 分けのとこ ろで 、階級 問の格差が現れるように
なったのであ る。」(苅谷 、前掲書 、45頁)このこ
とは、教 師た ちが理想 とする生徒像がミドルクラ
ス の価値観や行動様式 に見合ったものであること
に起因す る。 労働者 階級の文化の 中で育った子ど
も たちは、それ らの 点で低い評価を受け、低いレ
ベル のクラス に入れ られ 、教 師の低い期待と低い
水準の教授 内容 に対応する形で 、将来の進路を選
ばざるをえなかった のである。
　 同じこ ろ、アメリカ社会も人種的、階級的差別
の解 消に向けて 、黒人の子どもたち に対する補償
教育制度や総合制の 中等学校制度の導入などの政
策を実行 に移 した が、大きな成果を挙げるにいた
らなかっ た。公 民権法 にもとついた 「教育機 会の
均等調査 」を実施したJ・ コ ール マンは 、「学校
における成功 、不成功が 、教育 につぎ込まれた資
金や施設 ・設備 、教 師の質 、カリキュラムといっ
た教育環境 を左右する要 因によってよりも 、むし
ろ生徒 の人種や 階級な どの社会的背景 によって大
きく制約 されるこ とを 明らか にした。」(苅谷、前
掲書、48頁)
　 こうして、欧米の社会学者たちは、教育におけ
る不平等 が解消 しない原 因を求めて、家庭や地域
社 会で伝達 される文化 の差異 に 目を 向けた。「も
のごとのとらえ方や価値観 、態度や振舞い、生活
スタイル 、そ して言葉の使い方といった文化の違
いが、学校で の成功や失敗と 関係あるだろうと見
はじめた のである。」(苅谷 、前掲書、50頁)
　 日本 においても 、戦前 はも とより、戦後になっ
ても 、貧 困は教 育 の対応 すべ き重 要課題 であ っ
た。「高度経 済成長以前 の1950年代の 日本社 会に
おいては、貧 富の差 という社会の階層性が 目に見
えるかた ちで存在していた。」(苅谷、前掲書、37
頁)こ の社会 階層 という視点が教育 問題の 中心か
らどうして急速 に消 え去ったかが、ここで問題 に
なる。 苅谷 によれ ば、この 問いへの解答として、
社 会階層 に由来する教育 問題 自体が解決されてし
まった可能性 と、問題の質が変わって問題 が見え
にくくな った 可能性 とを挙 げ、 自らは二つ 目の可
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能性 を選 ぶ。それ は、大衆教育社会が階層的秩序
の形成 に寄与した という第二の論点 に関係 する。
3　 階層的秩 序の形成と大衆教育社会
　大衆教 育社 会の成 立の意 味に関して、苅谷が指
摘する第二は、それ が社会の 階層 的秩序の形成に
寄与するとい う点である。学歴が社会での成功に
結びつく度合 いは、 日本だ けが特 に大きいわけで
はない。 だが、ここで 問題 になるのは、社会の実
態よりも 人びとの意識である。 日本の子ども たち
は、学校 での成績 によって将来が決まると思い込
む傾 向が強い。 日本 の中学生 に、将来どんなこと
ができると思うか質 問し 、かれらの将来像の予測
についての分析 を行った結果 として 明らか になっ
たのは 、「大学進学意識 や 中学校 での成績 が、 中
学生たちの将来に関する判断の重要な基準 になっ
ている」(苅谷 、前掲 書、6頁)こ とである。 し
かも 、注 目すべき は、 中学生た ちが、「医者 、大
学教授 、弁護 士になる」 という可能性や 「大きな
会社 に勤める 」という可能性 だけでなく、「職人、
コック、大工になる 」こ とや 「幸せな家庭生活を
おくる」ことまでも 、学校での成績と 関連づけて
考えている、という事実である。また、別の調査
によれば、アメ リカ の高校生 と比較すると、 日本
の高校 生は大学に入れるかどうか について、 自分
の能 力 に照ら してい っそ う醒 めた 見方 をして い
る。 大学に進 学せず就職予定の高校生 に対する調
査で、アメ リカで は52%の対象者が 自分 には大学
を卒業す る能力 がある と答えているが、 日本では
19%だけが 自分 には大学 に入れる能力があると答
えているので ある。(苅谷 、前掲書、3～5頁)
　戦前のように、貧 困とか親の反対など、本人の
学力以外 の理 由で教 育を受 けられない人びとが多
かった時代 には、学校での成功 によって 占える将
来の成 功 の度合 い は、そ れ ほど大 きく はなか っ
た。確か に、教 育における成功が社会での成功に
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っながる という考 え方そのもの は、戦前からあっ
た。 戦前の 日本 はすで に学歴社会であったし、教
育 における メ リトク ラシ ーもか な り実現 して い
た。 戦後 の傾 向はこれが量的 に拡大しただけのよ
う に見 える。 だが 、戦 後の 日本 において 、「社 会
の成 り立ちやそ のしくみの本質的なところで、量
だけには還元できない質 的な変化が生じたのでは
ないだろ うか 」(苅谷 、前掲書 、ll頁)と いうの
が、苅谷 にとっての重 要な問いで ある。「学校 で
の成 功と失敗 が将来を左右するという見方が、 〈
客観 的 〉に測定 された学歴の効果以上 に、人びと
に強く意識 されているのである。学歴社会という
社 会認識 に導かれた人び との意識 に注 目すれ ば、
教育が社 会の階層化 に果たした役割は く客観 的 〉
に測られ た事態 以上 に大きかったのである。」(苅
谷、前掲 書、200～201頁)
　 教育と社会 の階層化 との密接な 関係を示すこの
意識 は、 どのよ う にして 形成 され たので あろ う
か。 苅谷 はこ のこ とを 、戦後の 日本 における能力
主義 と平等主義 の奇妙な結びつき によって説明す
る。 高校 等で 、特定 の教科 について習熟度別の学
級編成 をするこ とを 、差別感を生むという理 由で
忌避 する傾 向は、戦後の 日本 において根強くあっ
た」 学力 による序列化を く能力主義 〉と見なし、
そのような教育 をく差別=選 別教育 〉として批判
する。こ のような見方 は、(中略)私 たち が 日本
の教育を問題視する 際の 、基底的な認識枠組みと
なっている。」(苅谷 、前掲書 、155頁)
　 ところが、生徒を学力や成績 によって差異的に
処遇 する のが差別である という捉え方は、必ずし
も 一般 的でなく 、む しろ 日本社会 に特徴的な見方
である。辞書 によれ ば、英 米 において 差別(dis-
crimination)とは 、「個 人 のメ リッ トとはかか わ
りなしに、階級(集 団)的 あるいはカテゴリカル
な基盤 をも とに差異 的な処遇をしたり、ひいきを
したりす る」(苅谷 、前掲書、157頁)ことを指す
のであっ て、個人の能力や業績を理 由とする差異
的な処遇 を含 んで はいない。
　 この 日本特有 ともいえる能力主義的一 差別教育
観 の基礎 には、生徒 の差別感を生み 出す教育が差
別教育である 、という認識があった。そして、差
別感 を生み出さないよう にする には、生徒をわけ
隔てなく同じように扱う必要があった。このよう
な考え方 が、も う一っの平等主義 、っまり 「学力
差を生まれな がらの 素質の違いと は見なさず、生
得的能力 において は決定 的ともいえる差異がない
という能 力観 、平等観」(苅谷 、前掲書、182頁)
と結 びつくとき、次 のような帰結が生じてくる。
「第一 に、このよう な平等主義 は、教育の形 式的
な均等化 、す なわち く画一 的平等化 〉を推し進め
ざるを得な かった。」(苅谷、前掲 書、189頁)第
二に、教 育の平等を求 める運動 は、教育機 会の拡
大を、そ れも 、多様な教育の拡大ではなく、 同じ
種類 の教 育の拡 大を求 めるものであった。その運
動は高校 への進学率を高 めること により就職者 と
の差別 をなくし、さ らに、普通科高校を拡大する
ことにより職 業科 との差別をなくすという方 向に
動いた。「第三 に、こ のような 平等主義を基盤 と
した教育の拡 大は、結果 的にみれ ば、メリトクラ
シーの大衆化 を推し進 める力 となった。」(苅谷、
前掲書 、190頁)この能力=平 等 主義 は学歴社 会
が前提 していた教育 による 「生まれ変わり」とい
う主張と重な り合い 、その結果、より多くの人び
とが教育を舞 台とする競争 に参加するよう になっ
た。「教 育にお ける競 争を否 定す る一方で 、皮 肉
にも 、能力主義教育を批判する議論が、教育 にお
ける競 争 に人 びとを 先導 する役 割 を果た した の
だ。」(苅谷 、前掲書 、191頁)
4　 階層性の正当化 と大衆教育社会
　 差別感 を生み出さない教育が平等な教育である
という考え方か ら生 じてくる帰結を、苅谷は6項
目列 挙している。始 めの3項 目は前節 において紹
介した。残 りの3項 目は、大衆教育社会が階層性
の正当化 の役割 を果たしたという、彼の第三の論
点と関連 している。大衆社会 は不平等を抱えた社
会である。 だが、「社 会の大衆化 は、社会 の不平
等を大き な問題 として取 り上 げなくなる心理的基
盤 をつく りだす。(中略)大 衆教 育を通じて の大
衆社 会の誕 生が、学校の場で生まれる社会的不平
等を正当的なも のとして受容する心理的基盤をっ
くりあげたのである。」(苅谷 、前掲書、201頁)
　 苅谷 の挙げる第 四の帰結 は、教育 における競争
条件 、特に評価基準 の均質化 、平準化であるが、
これが社会 的不平等 の正 当化 に寄与する。「メ リ
トクラシ ーを大衆 的規模で拡大させるととも に、
同一の基 準によ り、形式 的に公平な選抜を行なう
基盤 がっく られた。」(苅谷、前掲 書、192頁)こ
のような選抜 の典型 的なシステムが入学試験であ
る。「た とえ結果 的には特定 の階層出身者 に有利
な結果 になった としても 、手続き上の公平さが、
結果 の不平等を容認する基盤をつくりだす。そう
した意味において 、戦後徹底した教育 における平
等主義は、競争 以前 に生じる社会的不平等を不問
に付 す役割 を演 じた とい える。」(苅谷、前掲書、
193頁)
　 第五の帰結 は、不平等の正 当化 に直接 に結びつ
くとはいえないかもしれないが、このようなシス
テ ム を通 じて選 抜さ れた エリ ート の意識 に関わ
る。 差別感 を感 じさせまいとする教育を経験した
エリートは、ノ ンエリー トたち に差別感を与えま
いとする 心性を獲得 していく というのである。そ
れは 「特権意識 を露骨 に表 明することを嫌う心性
の内面化 」(苅谷 、前掲書 、194頁)でもある。こ
れは外 国との比較 において特 に顕著 に表れる特徴
である。「このような 平等主義 の心情を身 に付 け
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た くエリ ート 〉を生 みだ す ほど に、戦後 の 日本
は、大衆化 の進展した社会をっく りあげた。」(苅
谷、前掲 書、194頁)
「第六 に、このよ うな平等主義 を基調 に拡 大し
た教 育は 、教 育 にお ける構 造 的な く不 平等 問題
〉、すなわち私たち がく階層 と教育 〉問題と呼ん
だ問題 への視線 を、結果 的に塞ぐこと によって、
大衆教 育社 会 の完成 に寄 与した 。」(苅谷 、前 掲
書、194頁)こう して、貧 困ゆえに子ども が抱く
差別感 ではな く、勉 強のできない子どもの抱く劣
等感 が問題 となった。補習や通知表の点数が差別
感 を与えるとして批判されること はあったが、生
徒たちが差別感 、不 平等感をもたないかぎり、教
育 におけ る不 平等 は重大 な論 点 にならな くな っ
た。苅谷 は結論する。「構造 的に生じる教 育の く
不平等 〉に 目を向けるこ となく、大衆を学歴取得
競争 へと巻き 込むしくみ が、こうして完成したの
である。」(苅谷 、前掲書 、197頁)
5　 残された課題
　 以上におい ては、20世紀後 半の 日本 における大
衆教育社 会の成 立と社会の 階層秩序の形成との関
係 についての苅谷剛彦の所論を、私なりの関心に
したがっ て再構成して紹介してきた。苅谷の著書
は、教育が社会 の形成 にどのよう に影響したかと
いう大きな課題 に取 り組む試みであり、その立論
全体の妥当性 について評価を 下すことは容易でな
い。 ここ では 、 関連 する いく つか の論 点 に触 れ
て、今後 の検討 の手 がか りにしたい。
　 第一の問題 点は、苅谷 がメリトクラシーの大衆
化状況に関連 して述べる見解 、つまり、学校 にお
けるメ リトクラシー の広 がりが基礎 になって、企
業社 会においてもメリ トクラシーが広がったとい
う見解 についてであ る。本稿 のXI　3で 紹介 した
教育学者 の堀尾輝久も また 、「企 業社会の 再生産
にとって労働力 の社会 的配分機構としての教育制
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度、とりわけ入試制度及び進路指導のあり方は、
重要な意 味をも っ。」(堀尾輝 久(1997)『現代社
会と教育』岩波新書 、39頁)と述べ、教育と経済
の関係 に注 目する。だが 、彼 は、経済学者の橋本
寿朗の見解(橋 本寿朗(1995)『戦後の 日本経済』
岩 波新 書)を 援用して 、 日本の社会が大企業を軸
に系列化 、序列化された企業社会であり、そこで
の会社本位 主義 の価値観 が、 日本の教育体制を枠
づける と考 える。「学校 化社会 は会社本位社 会と
順接 する。 学校 というレッテルと点数序列の価値
観 は、会社 の位 とそこでの役職 によって人間を評
価 する慣行 と一体のものなのである。」(堀尾、前
掲書、38頁)
　 ここで、苅谷 と堀尾の 間には、教育から経済へ
か、ある いは経済か ら教育へかという影響の及ん
でいく方 向について の意見の対立があるよう に思
われる。そ して 、どち らの見解が妥 当であるかを
判断す るこ と は、私 にと って は 困難 であ る。 だ
が、因果 関係 の及んでいく方 向を無理 に決めてみ
ても 、そ れはあま り意 味をもたないであろう。教
育と経済の間には、一方通行 的な 関係では捉えき
れない相 互作用 があ り、そのことは両者とも 否定
はしていないと思われるか らである。むしろ問題
は、教育が独 自性や 主体性を失い、一面的な価値
観 に支配 されている企業社会 に奉仕するだけの存
在 に成 り下がっているので はないか、という点に
ある。こ こで は立ち入 らないが、堀尾のこの点に
関する主張は明 白である。苅谷 は、大衆教育社会
における 教育が社会 の階層秩序の形成と正 当化に
寄与し、それ が労使 間の協調 的な 関係をっくる上
でも 貢献した と考 えるが 、教育が 日本 における階
層性 と社 会的不 平等構造を隠蔽する役割を果たし
ているこ とについて は、けっして肯定的 に評価し
ていない。そして 、もっ と重要な問いは、教育に
関しても経 済に関しても 、ますます事態が深刻化
していく状況 の中で 、両者の 関係 は今後どのよう
にあるべきか 、である。
　橋本 寿朗は、高度経済成長の過程で、高等教育
機 関への進 学率が高くなったことを背景 に実施さ
れた大企 業の新規卒業者の一括採用を一応評価す
る。 だが、それ は最終学歴と学校歴を重視する基
準によっ て行 なわれたので 、重大な 問題を惹き起
こした。就職 のた めの有利な条件を求めて、小学
生のころか らの長く厳しい競争が展 開されたので
ある。橋本 は、苅谷 とはやや異なる表現ではある
が、このような競争 の中で 、学校格差是正の試 み
は挫 折し、客観テス ト方式で画一化した評価基準
の下で、偏差値 の微差を競う競争メカニズムがは
びこった と指摘する。 さら に、「この競争メカ ニ
ズ ムと く落ちこ ぼれ 〉、校 内暴力 、登校拒否など
教育現場 の問題 とは何 らかの 関係をもっているで
あろう。」(橋本 、前掲 書、237頁)言うま でも な
く、人づくりに関するこのような事態は、 曲り角
にき てい る 日本 の企 業シス テ ムの 抱える 課題 と
も 、深 いとこ ろで結 びついているのである。
　 第二の論 点は、いま触れた 日本社会の階層性と
不平等構 造が不当とされる ほどに定着しているの
か、という点にある。高度成長期の1960年代、経
済協力開発機構(OECD)は 、 日本の所得分配は
北欧並みで平等性 が高い と評価したが、80年代ご
ろか ら、 この 平等神 話 は崩 壊 して きた と言わ れ
る。 これ に関連 して は、 日本の 中流階級は崩壊し
たか という問いをめぐ り、にぎやかな論争が繰り
広げられ ている。そ の内容 はかな り複雑なので、
ここで は立ち入らな い。(そ の多様 な論点 につい
ては 「中央公 論」編集部 編(2001)『論争 ・ 中流
崩壊 』 中央公論新社 、参照)そ の構成員の間 に階
層の区別 のな い社会 、あるい は完全 に平等な社会
はおそらくあ りえないであろう。 階層間のどのよ
うな不平等が不当か についても、一般的 に論ずる
ことは難 しい。ただ 、特 に教育 に関わって苅谷が
主張する ように、第一 に、差別感を与えず、評価
基準の均 質化 、平準化 によって公平で客観 的であ
ることを標榜する大衆教育社会の教育が、公正な
競争 によらないエリー ト階層を作り 出し、しかも
それを正当化する役割をも演じている、第二 に、
階層 の世代 間移動度 が低 下し 、上流階層 出身者は
学歴 の面で実質 的に有利な扱いを受け、職歴 にも
恵まれて、上流 階層 に入っていき、 中流以下の出
身者 は努 力にもかかわ らず 、社会的 に上昇してい
くことは難 しい 、というような事態があるとした
ら、そこ には放置してお けない課題があると言わ
ねばならない。前 々稿で取 り上 げた佐藤俊樹(佐
藤 俊樹(2000)『不平等社 会 日本　　 さよ なら総
中流　 　 』 中公新 書)の 主 張とも 関連 させて 、
さらに検討 が必要である。
　 第三に、こう して形成されたエリート階層が社
会の指導者 としての責務を立派 に果たすことがで
きるか、が問題である。佐藤俊樹は、前述の著書
で 「エリートの空洞化」 について述べている。 日
本 のエリート選抜システム は、高度 に客観 的なよ
そおいをしてお り、選抜 にお ける敗者 に、選ぶ側
に見る 目がなかった と言い訳する余地を残してく
れない。そこで敗者 が意欲をなくさないよう にす
るために、選抜 にお ける勝者 自身が選抜そのも の
の無意味さを言 明するこ とが 、このシステム にと
って の重要 な約 束事 にな って いる 、と佐 藤 は言
う。 苅谷 は、 日本 において階層文化から 中立的に
見える業績 を通 じて 、不平等の再生産が行なわれ
ることが、学校 がこれ に関与しているという事態
を見えにくくし、こうして学校 は批判を受けるこ
となしに階層性 の正 当化 に寄与している、と指摘
する。 しか し、実際には、エリートも大衆も 、明
確 に意識 し、表現するこ とはできなくても 、階層
の差異が公正な競争で作 り出されているのではな
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いことを感 じ取っているので はないだろうか。何
人か の論者 が指 摘す るよ う に、若 い人た ち の問
に、努 力しても無駄だ という諦めや無力感が広が
ってきている とした ら、事態 は深刻であると言わ
ねばならない。また 、温室育ちで 、責任を 自覚す
ることも ないエリー トのもた らす弊害も、現代 日
本の各分 野で看過できない ほどに大きくなってい
るのではないだ ろうか。(未完)
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